
議提議案第６号  

  

保育制度改革に関する意見書の提出について 

 

地方自治法第９９条の規定による別紙意見書を秦野市議会会議規則第１４条

第１項により提出するものとする。 

 

平成２２年１０月１日提出 

 

提出者 秦野市議会議員 大 野 祐 司  

賛成者    同    川 口   薫 

 同     同    佐 藤   敦 

 同     同    横 山むらさき 

 同     同    神 倉 寛 明 

 同     同    村 上   茂 

同     同    村 上 政 美  

 

提案理由 

子供たちが健やかに発達するために、現行保育制度を堅持・拡充し、さまざ

まな子育て支援施策関連事業について、財政支援をするよう国に意見書を提出

するものであります。 



保育制度改革に関する意見書 

 

急激な少子化が進む一方、経済不況により保育所入所の要望が高まり、待機

児童対策など、保育施策や保育環境の整備は喫緊の課題である。 

 国は、少子化社会対策会議において、子ども・子育て支援に関わる体制と財

源の一元化や、基礎自治体による自由な給付設計、多様な保育サービスの提供

などを実現するとしているが、市の責任が限定され、財源の確保も不十分であ

ることから、保育水準に地域格差が生じることが危惧される。 

 また、国の経済成長戦略や産業構造ビジョンでは、幼稚園や保育所の分野を

今後の成長が見込まれる市場と位置づけ、より一層の規制緩和を進めているが、

これは、保育の公的責任を逃れ、地域や家庭による格差を生じさせるため、子

供たちにとって等しく保育を受ける権利が保障できない。 

したがって、国において、以下の事項が実現されるよう強く要望する。 

１ 現行保育制度を堅持・拡充すること。 

２ 待機児童解消のための財政支援をすること。 

３ 直接契約・直接補助方式を導入しないこと。 

４ 保育所最低基準の維持・改善を行うこと。 

５ 子育て支援施策関連予算を増額すること。 

６ 子育てに関わる保護者負担を軽減すること。 

７ 民間保育所運営費の一般財源化を行わず、公立保育所運営費・施設整備費

を国庫補助負担金に戻すこと。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

平成２２年１０月１日 
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